
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年８月14日

【四半期会計期間】 第９期第１四半期（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

【会社名】 ＵＴグループ株式会社

（旧会社名　ＵＴホールディングス株式会社）

【英訳名】 UT Group Co.,Ltd.

（旧英訳名　UT Holdings Co.,Ltd.）

（注）平成27年６月20日開催の第８回定時株主総会の決議により、平成27年

７月１日から会社名を上記のとおり変更いたしました。

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　若　山　陽　一

【本店の所在の場所】 東京都品川区東五反田一丁目11番15号

【電話番号】 03-5447-1711

【事務連絡者氏名】 取締役　島　田　恭　介

【最寄りの連絡場所】 東京都品川区東五反田一丁目11番15号

【電話番号】 03-5447-1711

【事務連絡者氏名】 取締役　島　田　恭　介

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

 

EDINET提出書類

ＵＴグループ株式会社(E05698)

四半期報告書

 1/17



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第８期

第１四半期連結
累計期間

第９期
第１四半期連結

累計期間
第８期

会計期間

自平成26年
　４月１日
至平成26年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成26年
　４月１日
至平成27年
　３月31日

売上高 （千円） 8,329,538 10,254,439 36,478,981

経常利益 （千円） 253,188 584,701 2,157,210

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 150,174 371,078 1,168,338

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 159,260 390,520 1,215,226

純資産額 （千円） 2,496,190 3,009,778 3,624,435

総資産額 （千円） 12,835,576 14,698,664 16,427,452

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 3.88 9.79 30.29

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 18.9 19.8 21.4

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在していないため記載しており

ません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクの発生、又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　　　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

 

(1) 業績の状況

　当第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日～平成27年６月30日）におけるわが国経済は政府の経済・金融政

策による円安・株高を背景に企業収益や雇用・所得環境の改善傾向が続き、また、個人消費は持ち直しの兆しが見

込まれ緩やかな回復基調が続いております。

　当社グループを取り巻く環境といたしましては、主要顧客である国内製造メーカーにおいて、円高傾向が是正さ

れ収益力の改善が継続されるなか、派遣・請負の活用ニーズはますます増加してきております。

　このような状況の下、当社グループは前連結会計年度に引き続き既存顧客のシェア拡大及び事業領域拡大へ向け

た営業・採用・管理体制のさらなる強化を図ってまいりました。その結果、取引先工場数は前連結会計年度末比３

工場増加の441工場、技術社員は247名増加の9,546人となり過去最高の技術社員数を更新いたしました。

　以上の結果、当第１四半期連結累計期間の売上高10,254百万円（前年同期8,329百万円、23.1％の増収）、営業

利益538百万円（前年同期266百万円、102.2％の増益）、経常利益584百万円（前年同期253百万円、130.9％の増

益）、親会社株主に帰属する四半期純利益371百万円（前年同期150百万円、147.1％の増益）となりました。

 

(2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3) 研究開発活動

　 該当事項はありません。

 

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見通し

　当第１四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営成績の現状と見通しについて

重要な変更はありません。

 

(5) 経営者の問題認識と今後の方針について

　　当第１四半期連結累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 160,000,000

計 160,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成27年８月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 37,118,100 37,118,100

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

100株

計 37,118,100 37,118,100 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　　　　　　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金増
減額(千円)

資本準備金
残高(千円)

平成27年６月30日 △1,885,900 37,118,100 ― 500,000 ― 49,324

 （注） 自己株式の消却による減少であります。

 

（６）【大株主の状況】

　　　　　 当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ―  ― ―

完全議決権株式（自己株式等） ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 37,114,700 371,147 ―

単元未満株式
普通株式    

3,400
― ―

発行済株式総数 37,118,100 ― ―

総株主の議決権 ― 371,147 ―

　（注１）「完全議決権株式（その他）」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の株式が200株含まれております。

また「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

　（注２）「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」により、資産

管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）が保有する当社株式375,100株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

UTグループ

株式会社

東京都品川区東五反田

1-11-15
― ― ― ―

計 － ― ― ― ―

　（注）上記のほか、連結財務諸表において、自己株式として認識している当社株式が375,100株あります。これは、

「株式給付信託（従業員持株会処分型）」により、資産管理サービス信託銀行株式会社（信託Ｅ口）（以下、信

託口）が保有する当社株式について、会計処理上、当社と信託口が一体のものであるとの認識から、信託口が所

有する当社株式を自己株式として計上していることによるものです。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平

成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,201,451 5,258,218

受取手形及び売掛金 5,017,263 5,213,316

原材料及び貯蔵品 800 860

繰延税金資産 653,351 569,967

その他 345,673 469,028

貸倒引当金 △24,275 △27,883

流動資産合計 13,194,265 11,483,507

固定資産   

有形固定資産 68,143 69,610

無形固定資産   

リース資産 51,857 47,016

ソフトウエア 55,234 80,132

のれん 817,952 807,026

その他 20,200 33,700

無形固定資産合計 945,245 967,875

投資その他の資産   

投資有価証券 121,000 119,000

長期前払費用 1,499,914 1,492,644

繰延税金資産 413,906 344,068

その他 164,807 203,611

投資その他の資産合計 2,199,629 2,159,324

固定資産合計 3,213,017 3,196,810

繰延資産 20,169 18,346

資産合計 16,427,452 14,698,664
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 736,136 1,193,034

1年内返済予定の長期借入金 1,284,176 1,280,954

未払費用 2,135,789 2,372,650

リース債務 19,497 19,580

未払法人税等 576,283 60,116

未払消費税等 1,443,519 705,465

賞与引当金 486,120 262,783

役員賞与引当金 70,000 －

預り金 457,081 689,838

その他 1,076,546 969,326

流動負債合計 8,285,149 7,553,748

固定負債   

社債 910,000 860,000

長期借入金 3,453,969 3,116,128

リース債務 33,083 28,157

退職給付に係る負債 18,336 17,864

役員退職慰労引当金 37,800 37,800

その他 64,678 75,187

固定負債合計 4,517,867 4,135,137

負債合計 12,803,016 11,688,886

純資産の部   

株主資本   

資本金 500,000 500,000

資本剰余金 49,324 49,324

利益剰余金 3,194,265 2,565,318

自己株式 △223,320 △203,679

株主資本合計 3,520,269 2,910,964

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △619 △619

その他の包括利益累計額合計 △619 △619

非支配株主持分 104,785 99,432

純資産合計 3,624,435 3,009,778

負債純資産合計 16,427,452 14,698,664
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

売上高 8,329,538 10,254,439

売上原価 6,835,536 8,235,153

売上総利益 1,494,001 2,019,286

販売費及び一般管理費 1,227,609 1,480,528

営業利益 266,392 538,757

営業外収益   

受取利息 34 472

未払配当金除斥益 11,846 －

保険解約返戻金 － 76,625

その他 1,244 3,709

営業外収益合計 13,125 80,807

営業外費用   

支払利息 13,439 16,152

支払手数料 10,006 7,992

その他 2,883 10,718

営業外費用合計 26,328 34,863

経常利益 253,188 584,701

特別利益   

子会社清算益 6,781 －

特別利益合計 6,781 －

特別損失   

固定資産除却損 － 177

訴訟関連損失 2,650 －

特別損失合計 2,650 177

税金等調整前四半期純利益 257,320 584,523

法人税、住民税及び事業税 64,674 40,780

法人税等調整額 33,384 153,222

法人税等合計 98,059 194,003

四半期純利益 159,260 390,520

非支配株主に帰属する四半期純利益 9,086 19,442

親会社株主に帰属する四半期純利益 150,174 371,078
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 159,260 390,520

四半期包括利益 159,260 390,520

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 150,174 371,078

非支配株主に係る四半期包括利益 9,086 19,442
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当

社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用と

して計上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合につい

ては、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持

分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結

累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(４)、連結会計基準第44－５項(４)及び

事業分離等会計基準第57－４項(４)に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額はありません。

 

（追加情報）

１．従業員持株会に信託を通じて自社の株式を交付する取引について

（１）取引の概要

当社は、従業員持株会に対して当社株式を安定的に供給すること及び信託財産の管理により得た収益を従業員

へ分配することを通じて、従業員の福利厚生の充実を図り、従業員の株価への意識や労働意欲を向上させるな

ど、当社の企業価値の向上を図ることを目的として、「株式給付信託（従業員持株会処分型）」（以下、「本制

度」といいます。）を導入しております。

本制度は、従業員のインセンティブ・プランの一環として米国で普及している従業員向けの報酬制度ESOP

（Employee Stock Ownership Plan）及び平成20年11月17日に経済産業省より公表されました「新たな自社株式

保有スキームに関する報告書」等を参考にして構築した従業員向けの福利厚生制度です。

 

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価額（付随費用の金額を除く。）により、純資産の部に自己株

式として計上しております。当該自己株式の帳簿価額及び株式数は、前連結会計年度223,281千円、411千株、当

第１四半期連結会計期間203,679千円、375千株であります。

 

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

前連結会計年度232,053千円、当第１四半期連結会計期間212,034千円
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２．受給権を付与された従業員に信託を通じて自社の株式を交付する取引について

（１）取引の概要

当社は、従業員の新しい福利厚生サービスとして自社の株式を給付し、当社の株価や業績との連動性をより高

め、経済的な効果を株主の皆様と共有することにより、株価及び業績向上への従業員の意欲や士気を高めること

を目的として、「株式給付信託（J-ESOP）」（以下、「本制度」という。）を導入しております。

本制度は、あらかじめ当社及び当社グループ会社が定めた株式給付規程に基づき、当社及び当社グループ会社

の従業員が原則として入社時より一定期間当社グループ内において勤続、もしくは一定期間勤続後に退職した場

合等に当該対象者に対し当社株式を給付する仕組みです。

 

（２）「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　

平成27年３月26日）を適用しておりますが、従来採用していた方法により会計処理を行っております。

 

（３）信託が保有する自社の株式に関する事項

①　信託における帳簿価額

　　前連結会計年度1,397,487千円、当第１四半期連結会計期間1,397,487千円

②　当該自社の株式を株主資本において自己株式として計上しているか否か

　　信託が保有する自社の株式は株主資本において自己株式として計上しておりません。

③　期末株式数及び期中平均株式数

　　期末株式数　前第１四半期連結累計期間3,900千株、当第１四半期連結累計期間3,900千株

　　期中平均株式数　前第１四半期連結累計期間3,900千株、当第１四半期連結累計期間3,900千株

④　③の株式数を１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めているか否か

　　期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めておりません。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　　　　１ 当社グループにおいては、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行と当座貸越契約及び貸出コミットメ

　　　　　ント契約を締結しております。この契約に基づく借入未実行残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

当座貸越極度額及び貸出

コミットメントの総額
3,776,000千円 3,350,000千円

借入実行残高 670,800千円 791,700千円

差引額 3,105,200千円 2,558,300千円

 

　　２ 財務制限条項

連結子会社であるＵＴエイム株式会社は、株式会社みずほ銀行をアレンジャーとする協調融資によるシンジ

ケートローン契約（長期返済期限５年のタームローン及びコミットメントラインの２つの契約形態から成り

立っており、総融資額4,200,000千円のうちタームローンは2,200,000千円、コミットメントラインは

2,000,000千円）を締結しております。この契約には、連結子会社であるＵＴエイム株式会社単体における貸

借対照表上の純資産の部や損益計算書における経常利益等により算出される一定の指標等を基準とする財務制

限条項が付加されております。

なお、当第１四半期連結会計期間末、財務制限条項の対象となる借入金残高は1,050,000千円となっており

ます。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費 11,772千円 13,677千円

のれんの償却額 1,193千円 10,925千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

１．配当に関する事項

　　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月27日

取締役会
普通株式 　526,552 　13.50 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金

（注）配当金の総額には、信託口が保有する当社株式に対する配当金52,650千円が含まれております。

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．配当に関する事項

　　該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　　　当社は下記日程で、当社グループの創業20周年を記念して、毎年実施している株主還元を通年より大幅に

　　　増額することとし、併せて、資本効率の向上及び株式需給の改善を通じて当社株式の価値向上を図り、効

　　　率的な資本政策の遂行を可能とするため、平成27年２月12日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得

　　　及び平成27年６月20日開催の取締役会決議に基づく自己株式の消却をそれぞれ行いました。

　　　　（１）自己株式の取得

　　　　　　・取得期間　　平成27年５月18日～平成27年６月11日

　　　　　　・取得株式数　普通株式1,885,800株

　　　　　　・取得総額　　999,985,500円

　　　　　　・取得の方法　東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付け及び東京証

　　　　　　　　　　　　　券取引所JASDAQ市場における信託方式による市場買付け

 

　　　　（２）自己株式の消却

　　　　　　・平成27年６月30日付　普通株式1,885,900株

　　　　　　　上記自己株式数は、単元未満株式の買取りによる自己株式100株が含まれております。

 

　　　　　この結果、当第１四半期連結累計期間において、利益剰余金1,000,024千円が減少しております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

 当社グループは、アウトソーシング事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

　　　　該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 3円88銭 9円79銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 150,174 371,078

普通株主に帰属しない金額（千円） － -

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
150,174 371,078

普通株式の期中平均株式数（株） 38,724,956 37,922,213

（注１）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

（注２）　株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する自社の株式は、１株当たり四半期純利益金額

の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めております。

１株当たり四半期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、当第１四半期連結累計期

間397,792株であります。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月14日

ＵＴグループ株式会社

取締役会　御中

 

仰星監査法人

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 中川　隆之　　印

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

 公認会計士 榎本　尚子　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＵＴグループ

株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日

から平成27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記につ

いて四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ＵＴグループ株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がす

べての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　(注)　１.上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は、当社が四半

期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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